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（1）ＦＰの職業的原則
①顧客の利益優先

・顧客の立場に立ち、顧客の利益を最優先に考えることが必要となる（ＦＰ
の利益を優先するようなことがあってはならない）

・ただし、顧客の利益優先といっても顧客の判断が適切でない場合にはその
修正を促すことも必要となる

②守秘義務の厳守
・業務上知りえた顧客の個人情報は、外部に漏れることのないよう取扱いに

注意しなければならない
・顧客の承諾を得ることなく、顧客の個人情報を他人に提供してはならない
③関連法規の遵守

・ＦＰの業務は対象領域が広範囲にわたるため、関連する他の専門家の領域
を把握し、他の専門家の領域を侵すことのないようにしなければならない

（2）ＦＰと関連業法
①税理士の業務とＦＰ

a. 税理士の業務
(a) 税務代理行為（以下、税務代理）
(b) 税務書類の作成
(c) 税務相談

b. ｢業として行う税務相談｣について
プランニングに際し顧客から税金に関する相談を受けるケースがあるが、
このような税金の相談行為は有償・無償を問わず、税理士の専門領域であ
る「業として行う税務相談」に抵触する恐れがある

c. ＦＰの具体的な活動範囲
(a) 税理士でないＦＰは、営利目的の有無、有償・無償を問わず、税務代理
や税務書類の作成、税務相談に応じることはできない

(b) 税理士でないＦＰが顧客から税金に関する相談を受けた場合には、顧客
データを参考にしながら具体的な数値を離れた事例に引き直し、その事
例に基づいて抽象的な税のプランニングを行うにとどめる必要がある

d. 税理士との協力関係
税理士と顧問税理士契約を結び、具体的な税額計算や税務代理について
は、当該税理士に依頼することが必要

よく
出る
よく
出る

ＦＰとコンプライアンス1
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1
②弁護士の職務とＦＰ

a. 弁護士の職務
「弁護士は、当事者その他関係人の依頼または官公署の委嘱によって、訴
訟事件、非訟事件および審査請求、再調査の請求、再審査請求等行政庁に
対する不服申立事件に関する行為その他一般の法律事務を行うことを職務
とする。｣（弁護士法第３条１項）

b. 非弁護士の法律事務取扱の禁止
遺言や遺産分割に関する相談を受けた場合、弁護士でないＦＰが単独で具
体的な法律判断を下したとすれば、事件性の有無にかかわらず、非弁護士
による「一般の法律事務の取扱等の禁止」規定に抵触する

③投資助言・代理業、投資運用業とＦＰ
a. 投資判断の一任等の禁止

(a) 金融商品取引法では、内閣総理大臣の登録を受けた金融商品取引業者ま
たは他の法律に特別の規定のある場合以外は、投資判断の一任等を禁止
している

(b) 投資助言・代理業、投資運用業の登録を受けていないＦＰが、報酬を受
け取り投資顧問契約を結んで投資助言を行ったり、投資判断を一任され
て自らの調査・分析に基づいて顧客のために投資を行ったりすることは
金融商品取引法に抵触する

(c) 投資判断の前提となるような基本事項（景気動向や企業業績など）や過
去における有価証券の価値（高値あるいは安値）などの情報を提供する
だけでは、金融商品取引法に抵触しない

④保険募集人とＦＰ
a. 保険業法では、保険加入者保護や業務の適正化を図るため、免許制を採用

し、保険募集人の登録を受けていないＦＰは、保険業法により保険募集は
できない

b. 保険の一般的な解説や加入している保険の見直しの提案を行うことはできる
⑤社会保険労務士とＦＰ

a. 社会保険労務士でないＦＰは、労働社会保険諸法令に基づく申込書等の作
成・提出の代行を行うことはできない

b. 公的年金制度の解説や年金相談、年金額の試算に応じることはできる
⑥金融商品の販売等に関する法律（金融商品販売法）

a. 金融商品販売業者等がその販売に際して、顧客に対して説明すべき重要事
項の説明を怠ったため、顧客に損害が発生した場合の賠償責任などが定め
られており、顧客の保護を図ることを目的としている

b. 具体的には、重要事項（市場リスク、信用リスク、権利行使期間・解約期
間の制限など）の説明義務や損害賠償責任、元本欠損額の損害額推定など
が明記されている

よく
出る

よく
出る

よく
出る
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c. 顧客は重要事項の説明がなかったことを立証することで金融商品販売業者
等に損害賠償請求を行うことができ、このときの損害額は元本欠損額と推
定される

⑦消費者契約法
a. 消費者と事業者との間の情報、交渉力などの格差により、事業者の一定の
行為によって消費者が誤認・困惑した場合、契約申込・承諾の意思表示を
消費者が取り消すことができる

b. 消費者の利益を不当に害する一定の条項の全部または一部を無効にできる
c. 取消権は、追認をすることができるときから１年、または契約の締結から

５年を経過したときは時効となる

（3）ＦＰと著作権
①他人の著作物を自分一人または自分の家族や数人程度の親しい友人の範囲内

でコピーする場合は、「私的使用目的」と認められるので、著作権法違反に
あたらないが、勉強会などでまとまった人数にコピーを配布する場合等は、
著作権者の承諾が必要となる

②法令や条例、通達、判決などは著作権がないので、自由に引用できる
③国・地方公共団体が公表している広報資料、統計資料、報告書等は、一般的
に許諾なしに転載できる

（4）ＦＰと個人情報保護法
①個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律）における個人情報とは、

『生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日
その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの』

②個人情報には、他の情報と容易に照合でき、それにより特定の個人を識別す
ることができるもの（例：顧客コード　など）、身体の一部の特徴を記録し
たもので特定個人を識別できるものも含む

③業務上知りえた顧客の個人情報は外部に漏れることのないように十分注意す
る必要がある

④改正個人情報保護法では、個人情報の定義の明確化、要配慮個人情報および
匿名加工情報の整備、個人情報5,000人分以下の事業者の適用除外の撤廃など
が盛り込まれた（平成29年５月30日施行）
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1練習問題

□□□第１問

税理士でないＦＰでもプランニングに際し、顧客から税金に関す
る相談を受け、回答を求められるケースがあるが、このような相
談行為は無償であれば、税理士の専門領域である「業として行う
税務相談」に抵触しない。

□□□第２問 税理士でないFPが税法の改正点を一般的な解説として顧客に説
明した。

□□□第３問

遺言や遺産分割に関する相談を受けた場合、弁護士でないＦＰが
単独で具体的な法律判断を下したとすれば、事件性の有無にかか
わらず、それは非弁護士による「一般の法律事務の取扱等の禁
止」規定に抵触する。

□□□第４問
顧客との信頼関係が構築されていれば、金融商品取引業者でない
ＦＰが投資判断を一任されて自らの調査・分析に基づいて顧客の
ために投資を行っても、金融商品取引法に抵触しない。

□□□第５問
金融商品取引業者でないＦＰが、顧客の投資判断の基礎資料とす
るために自分が作成した景気動向の資料や過去の有価証券の価格
変動の資料を顧客に提供した。

□□□第６問 知人の保険会社職員に代わり、保険募集人でないＦＰが保険商品
の説明および募集を行った。

□□□第７問
金融商品を販売する業者が重要事項の説明を怠ったために、顧客
が損害を受けた場合は、金融商品販売法に基づいて業者に損害賠
償を請求できる。

□□□第８問 金融商品を販売する業者の消費者に対する不当な勧誘による契約
は、消費者契約法に基づいて契約を取り消すことができる。

□□□第９問
税理士でないＦＰが、顧客向けセミナーにおいて、住宅ローンを
2,000万円借入れたと仮定した場合の住宅借入金等特別控除の
控除額の計算方法を解説した。

□□□第10問 生命保険募集人の登録を受けていないＦＰが、ライフプランの相
談に来た顧客に対して、個人年金保険の商品性を説明した。

第１問×　第２問○　第３問○　第４問×　第５問○　第６問×　第７問○　第８問○
第９問○　第10問○　
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